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 平成 24 年２月 1日 

 各 位 

                     会 社 名  株式会社東理ホールディングス 

                     コード番号 （5856）上場取引所 東証第２部 

                     代表者名   代表取締役社長  永井 鑑 

                     問合せ先   代表取締役副社長 忍田 登南 

                     Ｔ Ｅ Ｌ    （03）3548-1014  

 

 

不適切な会計処理の可能性についての社内調査委員会の設置に関するお知らせ 

 

当社は、本日平成 24 年２月 1 日開催の取締役会において、下記のとおり社内調査委員会の設置等につ

いて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 社内調査委員会設置までの経緯 

当社の調査において、過去の貸付金等の会計処理等について、一部不適切な可能性があることが判

明いたしました。つきましては、これら不適切な可能性がある取引に関しまして、会計処理の適切性

を含め、外部の公認会計士を入れた社内調査委員会により調査すべきであると判断いたしました。 

 そこで、当該調査においては特に公正性及び透明性を確保すべきとの観点から、当社と利害関係の

ない外部の独立した公認会計士を含めた調査委員会（以下「本委員会」といいます。）を設置し、以

下の調査事項について検証することといたしました。 

  

２． 調査事項 

（１）当社の取締役経験者であります今井輝彦氏への貸付の各期（平成 19 年９月期から平成 22 年３月期）

における資産性の評価及び会計処理（貸倒引当金計上時期等）の妥当性について。 

・平成 19年 10 月から平成 21 年２月の間に貸付けた、合計 930 百万円について。 

・平成 19年 11 月に（株）アレスサポートを経由して貸付けた、156 百万円について。 

・平成 19 年７月から平成 20 年１月の間、（株）メイクイースト及び（株）オデッセイを経由して

貸付けた（株）エス・サイエンス株式 4,700 万株について。 

（２）平成 19 年９月から平成 20 年９月の間、國分建一氏に貸付けた、合計 155 百万円の各期（平成 19

年９月期から平成 21 年３月期）における資産性の評価及び会計処理（貸倒引当金計上時期等）の

妥当性について。 

（３）平成 19 年５月に（株）エデュケーションコンサルタント経由でコアグリット投資事業組合に支払

った増資費用の前渡金 300 百万円の各期（平成 19 年９月期から平成 20 年３月期）における資産性

の評価及び会計処理（貸倒引当金計上時期等）の妥当性について。 

（４）上記貸付等に関するコンプライアンス及びガバナンス上の問題点について。 

（５）再発防止のためのコーポレート・ガバナンス体制の確認。 

 

３． 調査方法 

（１）関係者への事情聴取 

（２）取締役会議事録・契約書・証憑類の収集・分析 

（３）会計帳簿の収集・分析 

（４）有価証券報告書・決算短信等の開示資料の分析 
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４． 報告スケジュール 

本委員会による報告等のスケジュールにつきましては、概ね次の通り予定しております。 

（１）公認会計士の委員選任時点で本委員会を設置いたします。 

（２）設置後一ヶ月を目途に、調査内容の報告を行ない、必要に応じて有価証券報告書及び決算短信等の

訂正等を行います。 

（３）上記と並行してコーポレート・ガバナンス体制の確認を行ないます。 

 

５． 社内調査委員会のメンバー （敬称略、順不同） 

   委員長  高橋 史記  （当社常勤監査役、弁護士） 

委員   永野 義一  （当社非常勤監査役、弁護士） 

委員   未定     （公認会計士） 

委員   未定     （公認会計士） 

   

６．社内調査委員の選任理由等 

   当社の状況に精通し、法務を専門とする、当社監査役を委員長及び委員として適任であると判断い

たしました。また、会計処理等の調査につきましては、客観性を重視する観点から、当社と利害関係

のない者の中から知識及び経験の十分である公認会計士２名を委員とすることといたします。 

   なお、公認会計士の委員につきましては、現在選任中であり、決定次第改めてお知らせいたします。 

 

７．業績への影響 

   今井輝彦氏への貸付残高については、平成 22 年３月末に、國分建一氏への貸付残高については、

平成 21 年３月末に、コアグリット投資事業組への前渡金については、平成 20年３月末に、それぞれ

の全額に対して貸倒引当金を計上しております。したがいまして、現時点で当期の業績への影響はな

いものと考えております。 

 

以上 


